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2009年10月21日作成

販売用資料

～ 第2期決算速報 ～

第第22期決算について期決算について

2009年10月20日第2期決算を迎え、分配金は1万口当たり 600円（税引前）となりました。

基準価額の推移基準価額の推移

※基準価額は信託報酬控除後のもので、設定日前日（2008年12月25日）を10,000円としています。
※参考指数（TOPIX）は設定日前日（2008年12月25日）を10,000円として指数化したものです。
※上記グラフは過去の実績であり、将来の運用成果をお約束するものではありません。

（2008年12月25日（設定日前日）～2009年10月20日）

設定来最高値
2009年6月12日 12,448円

設定来最安値
2009年3月9日 7,917円

※ 税引前分配金再投資ベース

◆ 第2期決算期間騰落率
（税引前分配金再投資）

（2009/4/21～2009/10/20）

※ファンドの騰落率は、税引前分配金を
再投資したものとして計算しているため、
実際の投資家利回りとは異なります。

◆ 第2期の基準価額の変動要因
マザーファンドにおける概算値です。

◆ 第2期決算日（2009年10月20日）時点の業種配分

プラス寄与上位3銘柄

マイナス寄与下位3銘柄

※寄与額は「組入銘柄がどの程度基準価額に貢献したか」を示した
ものです。

※寄与額はマザーファンドにおける1万口当たりで示した概算値です。
※業種は東証33業種分類です。

※業種配分の比率は､マザーファンドにおける時価総額に占める
比率です。

※業種は東証33業種分類です。
※上記の数値は、小数第2位を四捨五入しておりますので、合計が

100％とならない場合があります。

（円）

第2期決算日
（2009年10月20日）

基準価額（分配落ち後）：10,418円
分配金（税引前） ： 600円
純資産総額 ： 7,896百万円

銘柄名 業種

1 三菱電機　 電気機器 261      円
2 三菱商事 卸売業 231      円
3 旭硝子 ガラス・土石製品 202      円

寄与額

銘柄名 業種

1 東京海上HD 保険業 -112    円
2 日本郵船 海運業 -80      円
3 新日本石油 石油・石炭製品 -64      円
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販売用資料

～ 第2期決算速報 ～

組入銘柄について組入銘柄について

◆ 組入銘柄数 21銘柄 （2009年10月20日現在）

◆ 組入上位5銘柄の主なトピック

出所：各社HPより

◆ 組入銘柄の株価騰落率（2009年4月20日終値と2009年10月20日終値の比較）

三菱電機

ＴＯＰＩＸ （参考）

出所：ThomsonDatastream

※上記のコメントは決算日時点の組入銘柄の紹介であり将来変更する可能性があります。
また特定の銘柄の投資勧誘を目的としたものではありません。

※組入比率は､マザーファンドにおける純資産総額に占める比率です。
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主なトピック

1 三菱商事 10.4%
世界最大の総合新エネルギー事業会社アクシオナ社と太陽光・風力・太陽熱・バイオエネルギーを中心
とした新エネルギー発電事業を共同で開発・運営することを発表。（2009年7月14日）

2 東京海上HD 8.2%
東京海上日動火災保険が「マングローブ植林事業5カ年計画」を策定したことを発表。5年間で東南アジ
アやインドなどに合計2,300ヘクタールの植林面積を目標に植林事業を展開。（2009年6月29日）

3 三菱地所 8.2%
三菱地所グループが三菱自動車工業の電気自動車 「i-MiEV」を役員車用などに3台導入したことを発
表。（2009年9月16日）

4 キリンHD 8.1%
オセアニアで２大ビールメーカーの一角を占めるライオンネイサン社の臨時株主総会でキリンホール
ディングスによる完全子会社化計画が同社株主より承認されたことを発表。（2009年9月17日）

5 三菱UFJFG 8.1%
三菱東京UFJ 銀行はモルガン・スタンレーと共同出資で、米州におけるコーポレートファイナンス業務の
共同マーケティング会社を設立することを発表。（2009年7月1日）

銘柄名
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販売用資料

～ 第2期決算速報 ～

当面の見通し当面の見通し

運用概況運用概況 （（20020099年年44月月2121日～日～20092009年年1010月月2020日）日）

◆ 4月～6月の概況

米国銀行のストレステスト（健全性審査）の公表を受けて米国株式市場が上昇したことや、景況感の回復を示す国
内指標が発表されたことなどから日本株式市場は上昇し、6月に日経平均株価は一時1万円を回復しました。

◆ 7月～10月の概況

米国雇用統計が悪化したことから米国株式市場は下落、為替は対円でドル安となり、日本株式市場は日経平均株
価で9,000円台まで調整する局面がありました。その後、ハイテク関連や自動車関連、電気機器関連の生産底入れ
を受けて、世界の株式市場は上昇しましたが、日本株式市場は、新政権（民主党）下の為替介入に対する否定的な
発言や中小企業の借金返済猶予発言などが懸念され、欧米株式市場に出遅れる展開となりました。

◆ 定期リバランスの概況

6月第1週と9月第1週に、 当ファンドの運用の基本方針に基づき、投資対象銘柄の見直しおよび組入比率を調整す
る定期リバランス（投資配分比率の調整）を行った結果、投資対象銘柄に変更はなく、保有銘柄の組入比率の調整
を行いました。なお、日々の資金流出入に伴い、当ファンドが保有する銘柄の保有比率の調整を行いました。

この期間、当ファンドでは精密機器、食料品、電気機器、ガラス・土石製品、卸売業関連を中心に株価が上昇したこ
とを背景に、基準価額は6.8％の上昇（税引前分配金再投資）となりました。

（プラス寄与した主な銘柄） 三菱電機、三菱商事、旭硝子、キリンホールディングス、三菱地所 など

当面は、年初来高値圏でのもみ合いが続く欧米株式市場とのパフォーマンス格差を修正する形で、日本株式市場

は反転する動きになると考えられます。特に、金融株は日本が独歩安となっていることから反発が期待されます。

また、製造業を中心とする生産回復を背景に、2009年9月期決算が保守的な会社予想を上回る好調な業績内容に

なると予想されることもポジティブな要因と考えられ、当ファンドにとって好材料になると想定しています。

一方で、金融機関や製造業の一部には新株発行の動きがあり、企業利益の希薄化が上値を抑える懸念があります。

加えて、90円を超える円高が長引くようであれば、足元で生産底打ちが見られる輸出関連企業の収益にマイナス要

因となることから、為替動向に留意する必要があると考えられます。
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～ 第2期決算速報 ～

ファンドファンドのの特色特色

ファンドのリスクファンドのリスク

当ファンドにかかる手数料等について当ファンドにかかる手数料等について

当ファンドは、主に国内の株式など値動きのある証券を実質的な投資対象としますので、基準価額は変動

します。当ファンドへの投資には主に以下のリスクが想定され、これらの影響により損失を被り、投資元本

を割り込むことがあります。

◆ 株価変動リスク

株価は、政治・経済情勢、発行企業の業績・財務状況、市場の需給などを反映して変動します。また、発行

企業が経営不安、倒産などに陥った場合は、投資資金が回収できなくなることもあります。また、当ファンド

は比較的少数の銘柄に投資するため、より多くの銘柄に投資するファンドと比べて、1銘柄の株価変動が投

資全体の成果に及ぼす影響度合いが大きくなる可能性があります。

◆ 流動性リスク

受益者から解約申込があった場合、組入資産を売却することで解約資金の手当てを行うことがありますが、

組入資産の市場における流動性が低いときには直前の市場価格よりも大幅に安い価格で売却せざるを

得ないことがあります。

◆ 「三菱グループ企業」（※）の株式の中から、わが国の取引所に上場されている株式を主要投資対象とし、

信託財産の中長期的な成長を目標として運用を行います。
（※）当ファンドにおいて、「三菱グループ企業」とは、グループとして経営の基本理念を共有する、あるいはグループ

について共同で広報などを行う企業またはその持株会社を指します。
※ 当ファンドの運用は、ファミリーファンド方式により行います。したがって、実質的な運用は、マザーファンドで行う

ことになります。

◆ 組入対象銘柄は、流動性や信用リスクなどを勘案して選定します。また、個別銘柄の投資比率については、

時価総額の大きさに応じて投資する戦略と、配当利回りの大きさに応じて投資する戦略を組み合わせて決

定します。

当ファンドは、あらかじめ決められた一定の方針にて投資を行うファンドであり、銘柄選択や投資比率調整

などにより追加的な収益を追求するファンドではありません。

◆ 申込時に直接ご負担いただく費用

・取得時の申込手数料：

◆ 換金時に直接ご負担いただく費用

・換金（解約）手数料：

・信託財産留保額：

◆ 投資信託の保有期間中に間接的にご負担いただく費用

・信託報酬：

・その他の費用：

お申込価額に3.15％（税抜3％）の率を乗じて得た額を上限として販売会社が個別に定める額

とします。詳しくは販売会社にお問い合わせください。

ご換金（解約）手数料はありません。

信託財産留保額はありません。

信託財産の純資産総額に対し、年0.9975％（税抜0.95％）の率を乗じて得た額

監査報酬（純資産総額に対し、税込 年0.0105％（上限 年63万円））、有価証券売買時の売買

委託手数料、信託事務等に要する諸費用などをファンドの信託財産を通じて間接的にご負担

いただきます。（監査報酬を除く「その他の費用」は実際の取引などに応じて決まる費用である

ため、その料率、金額などを事前に表示することはできません。）

※詳細は投資信託説明書（交付目論見書）をご覧ください。

※詳細は投資信託説明書（交付目論見書）をご覧ください。

※当ファンドの手数料等の合計金額については、保有期間などに応じて異なりますので表示することができません。

※詳細は投資信託説明書（交付目論見書）をご覧ください。
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～ 第2期決算速報 ～

お申込メモお申込メモ

■取得の申し込み

■申込単位

■申込価額
■換金の請求

■換金単位

■換金価額
■換金代金の支払い
■信託期間

■収益分配

■課税上の取り扱い

原則として、毎営業日にお申し込みを受け付けます。
受付は午後3時までとします。
受付時間を過ぎてからのお申し込みについては、翌営業日受付の取り扱いと
なります。

販売会社やお申し込みのコースなどによってお申込単位は異なります。
詳しくは販売会社にお問い合わせください。
お申し込みには、収益分配金の受取方法により以下の2種類のコースがあります。

<分配金受取りコース>分配金を受け取るコースです。
<分配金再投資コース>分配金が税引き後、自動的に無手数料で再投資される

コースです。
お申込受付日の基準価額
原則として、毎営業日にご換金の請求を受け付けます。

受付は午後3時までとします。
受付時間を過ぎてからのご換金請求については、翌営業日受付の取り扱いと
なります。
※信託財産の資金管理を円滑に行うため、大口換金には制限を設ける場合が

あります。
販売会社やお申し込みのコースなどによって異なります。
詳しくは販売会社にお問い合わせください。
ご換金請求受付日の基準価額
原則として、ご換金請求受付日から起算して5営業日目からお支払いします。
原則として、2008年12月26日から2028年10月20日まで
※ただし、一部解約により受益権総口数が10億口を下回った場合など、約款で

定める所定の事由に該当する場合には、期間満了前に信託を終了させることが
あります。

原則として、毎年4月20日および10月20日（休業日の場合は翌営業日）の決算時
に、分配方針に基づいて収益分配を行います。
※分配対象額が少額の場合などには、分配を行わないことがあります。
収益分配時の普通分配金、換金（解約）時および償還時の差益に対して課税され
ます。
※課税上は株式投資信託として取り扱われます。
※税制改正などにより、課税上の取扱内容が変更になる場合があります。

※詳細は投資信託説明書（交付目論見書）をご覧ください。



《当ファンドの照会先》

上記販売会社または下記までお問い合わせ下さい。

東京海上アセットマネジメント投信 サービスデスク   ０１２０－７１２－０１６

※土日祝日・年末年始を除く９時～17時

ファンドの関係法人ファンドの関係法人

■委託会社：東京海上アセットマネジメント投信株式会社

信託財産の運用指図などを行います。

金融商品取引業者であり（登録番号：関東財務局長（金商）第361号）、（社）投資信託協会、（社）日本証券投資顧問業

協会に加入しております。

■受託会社：三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社(再信託受託会社：日本マスタートラスト信託銀行株式会社)

信託財産の保管・管理などを行います。

■販売会社

投資信託説明書（目論見書）のご提供、募集・販売の取り扱い、 一部解約事務および収益分配金・解約金・償還金の

支払いなどを行います。

日本証券業
協会

(社）日本証券
投資顧問業協会

(社）金融先物
取引業協会

株式会社青森銀行
登録金融機関
東北財務局長（登金）第1号

○

トヨタファイナンシャルサービス証券株式会社
金融商品取引業者
東海財務局長（金商）第16号

○

株式会社長崎銀行
登録金融機関
福岡財務支局長（登金）第11号

○

株式会社西日本シティ銀行
登録金融機関
福岡財務支局長（登金）第6号

○ ○

株式会社百五銀行
登録金融機関
東海財務局長（登金）第10号

○ ○

株式会社三菱東京UFJ銀行
登録金融機関
関東財務局長（登金）第5号

○ ○

三菱UFJ証券株式会社
金融商品取引業者
関東財務局長（金商）第179号

○ ○ ○

三菱UFJ信託銀行株式会社
登録金融機関
関東財務局長（登金）第33号

○ ○

加入協会

商号（五十音順） 登録番号

■当資料は、東京海上アセットマネジメント投信が作成した販売用資料であり、金融商品取引法に基づく開示
資料ではありません。お申し込みに当たっては必ず投資信託説明書（交付目論見書）をご覧の上、ご自身で
ご判断ください。投資信託説明書（交付目論見書）は販売会社までご請求ください。

■当資料の内容は作成日時点のものであり、将来予告なく変更されることがあります。
■当資料は信頼できると考えられる情報に基づき作成しておりますが、その正確性、完全性を保証するもので
はありません。当資料に掲載された図表などの内容は、将来の運用成果や市場環境の変動などを示唆・保証
するものではありません。

■投資信託は、値動きのある証券など（外貨建資産に投資する場合には、この他に為替変動リスクもありま
す）に投資しますので、基準価額は変動します。したがって、元本が保証されているものではありません。

■投資信託は金融機関の預金とは異なり元本が保証されているものではありません。委託会社の運用指図に
よって信託財産に生じた利益および損失は、全て投資家に帰属します。

■投資信託は、預金および保険契約ではありません。また、預金保険や保険契約者保護機構の対象ではありま
せん。

■登録金融機関から購入した投資信託は投資者保護基金の補償対象ではありません。

＜当資料のお取り扱いにおけるご注意＞
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